
 

『事業承継でパンフレット １０年先見据える―中企庁』 
  

 中小企業庁は、事業承継に向けた準備を分かりやすく解説したパンフレットを作成、１０年先を見据え

て会社を未来につなげていくために活用するよう呼びかけた。 

 経営者が営む事業をしっかりと次世代に引き継ぎ、会社を未来につなげるためには、経営の見える

化・磨き上げに取り組むことが重要。経営状況を客観的に把握し、本業の強化に着手するだけでなく、１

０年後に事業運営を担うのは誰か、を考えることも必要だ。経営者の年齢・状況によっては、その間に事

業承継のタイミングを迎えざるを得なくなるケースも出てくる。後継者の確保と育

成、資産やノウハウの承継には時間がかかる。６０歳を目安に、準備に取りかかるこ

とが不可欠。 

 「会社を未来につなげる～１０年先の会社を考えよう」 と題するパンフレットは、

見える化・磨き上げに向けた具体的な取り組みや事業承継の進め方を紹介して

いる。例えば、事業承継には （１） 親族 （２） 役員・従業員 （３） 社外への引き継ぎ 

（Ｍ＆Ａなど） ―の３類型があり、後継者を確保できない場合には （３） を、と 

提案。 「経営者のリタイア後の生活資金を確保できる」 など５つのメリットを挙

げる。 

 

『東京圏への本社移転が転入超過 転入元トップは大阪府』 
         

 帝国データバンクが発表した 「２０１６年の１都３県 （東京圏＝東京都、埼玉県、神奈川県、千葉県） ・

本社移転企業調査」 結果によると、東京圏への本社移転は６年連続で転入超過となったことが明らか

になった。また、東京圏に転入した企業の転入元は３５道府県に上っており、大阪府がトップだった。 

 東京圏に転入した企業は３１０社で、３年ぶりに減少したが、東京圏流入の動きは継続している。一方、

東京圏から転出した企業は２１７社で、１５年以降２年連続で減った。この結果、９３社の転

入超過となり、２０１１年以降転入超過が続いている。これは戦後最長の景気回復期間であ

る 「いざなみ景気」 下での輸入超過 （０３～０８年） に並ぶ長さだ。これについて、帝国デー

タは 「大企業を中心に景況感が改善しつつあることや地方では人手不足など労働市場

が厳しいことから、東京圏から地方への企業転出数は減少している」 と分

析。東京圏への転入元は大阪府が７５社で最も多い。以下、愛知県 （３１社）、

北海道 （２０社）、茨城県 （１９社）、静岡県 （１７社） 等。東京圏から移転した

企業の転出先は茨城県が２４社でトップ。以下、大阪府 （２１社）、静岡県 （２

０社）、愛知県 （１６社）、群馬県 （１４社） などとなった。 

  
出典元：日本中小企業経営支援専門家協会(JPBM) ※本記事・内容の無断転載を禁じます 
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